
申請様式1.団体・事業概要 2019年台⾵15,19号対応（JPF) 様式ver.1

1.団体概要 記⼊⽇

1-1.申請団体名 フ  リ  ガ  ナ
団  体  名
外国語  表記

1-2.法⼈格 法 ⼈ 格 種 類
（丸を付けて下さい）

法⼈格 取得年 年 ⽉
活 動 開 始 年 年 ⽉

1-3.団体所在地 〒
(フリガナ）
住   所
電⼦メール
電   話
ホ-ムペ-ジ

〒
(フリガナ）
住   所
電⼦メール
電   話

1-4.代表、担当者 代 表 者

担 当 者
 (申請事業）

担 当 者
 (会計担当）

1-5.本事業連絡先 電⼦メール

(1-3に同じ場合は割愛） 電   話

1-6.他助成⾦応募

（ご記⼊⽇時点の内容で記述ください。） yyyy/mm/dd

本申請事業と同⼀の内容で他の助成等の申請を⾏っている場合は回答ください。
（申請先助成⾦等名称、⾦額、決定時期等を記述ください）

(任意）

1.特定⾮営利活動法⼈ 2.社団法⼈ 3.財団法⼈
（認定：あり、なし）
4.社会福祉法⼈ 5.法⼈格無し 6.その他(                        )

(申請事業実施地が団体
所在地と違う事務所等
を使⽤する場合等、記
述ください）

(⼀般・公益） (⼀般・公益）

職 名：

御⽒名：

(フリガナ）

(フリガナ）

(フリガナ）

御⽒名：

職 名：

御⽒名：

役職名：
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申請様式1.団体・事業概要 2019年台⾵15,19号対応（JPF) 様式ver.1

1-7.組織規模 役 員 数
常勤職員数 ⼈ ⼈
財政規模 2018年 円 (うち、⾃⼰資⾦額） 円

(総収⼊額） 2017年 円 (うち、⾃⼰資⾦額） 円
2016年 円 (うち、⾃⼰資⾦額） 円

今年度⾒込み 2019年 円 (うち、⾃⼰資⾦額） 円
 
1-8.事業内容 団体の⽬的

事業内容 2018年度実施事業や申請事業に関係のある過去の事業について記述ください。

1-9.助成事業実施歴
（官⺠問わず 助成団体名
 委託、補助を含む） 事業年度

助成額
事業内容

成果

助成団体名
事業年度
助成額

事業内容

成果

助成団体名
事業年度
助成額

事業内容

成果

(定款や設⽴趣旨書に書かれている内容を簡潔にお書きください）

（事業名、⽬的、予算、成果など）

（⾃⼰資⾦とは、
 寄付、収益事業収益等を
 指します。）

⾮常勤職員数

（規模の⼤きい順に、または直近の実施順に最⼤３件ご説明ください）
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申請様式1.団体・事業概要 2019年台⾵15,19号対応（JPF) 様式ver.1

2.事業概要
2-1.申請事業 事業名

実施期間 年 ⽉ から まで
申請⾦額 総額： 円

対象地域
課題

対象者と⼈数 ⼈
実施内容

(200⽂字程度)

助成事業の⽬的
と⽬指す成果

成果の測り⽅

2-2.申請理由
2-2-1.要件

☑

要件１

要件２

2-2-2.対象事業適正
☑

該当する要件にチェックをつけてください。
要件

⽇常⽣活または社会⽣活を営む上での困難を有する者の⽀援に係る活動

(助成事業期間終了後の上述の課題の状況等）

・申請団体⾃らが申請事業の持続の為、⺠間等の資⾦を⾃ら調達できる。
・申請事業が対象とする課題に対して取組が強化される。

申請事業の内容やその成果に該当する項⽬にチェックをつけてください。
項⽬

(様式３と合わせてください）
（年度ごとの申請額）

・国及び地⽅公共団体が対応することが困難な社会課題である。

・社会課題の解決のための⾃⽴的且つ持続的な仕組みを構築できる。

・⺠間公益活動の⾃⽴した担い⼿の育成並びに⺠間公益活動に係る資⾦
   調達をすることができる環境が整備できる。

・社会的孤⽴や差別の解消に向けた⽀援
地域社会における活⼒の低下その他の社会的困難な状況に直⾯している地域の
⽀援に係る活動

・安⼼・安全に暮らせるコミュニティづくりへの⽀援

休眠預⾦等を活⽤した本助成は、下記の要件に該当する事業を対象としています。
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申請様式1.団体・事業概要 2019年台⾵15,19号対応（JPF) 様式ver.1

3.理論的枠組み

3-1.事業⽬的
（申請事業全体として
 ⽬指す成果）

3-2.活動毎の内容

活動1 ⽬指す成果
現   状

活動内容
前提条件

ﾘｽｸ外部要因
⽉度⽇程

活動2 ⽬指す成果
現   状

活動内容
前提条件

ﾘｽｸ外部要因
⽉度⽇程

※ご記⼊に際して不明な点がございましたら、要領内のJPF担当までお気軽にお尋ねください。
 申請頂いた後、不明な点等がある場合は質問や追加の書類提出をお願いする場合があります。

ご協⼒の程よろしくお願いいたします。（申請・ご質問⽤電⼦メール：k_apply@japanplatform.org）

⽉度⽇程については、任意の書式でご提出いただく事も可能です。
活動数が3つ以上の場合は、任意で記⼊欄を増やしてください。

成果指標と
確認⽅法

成果指標と
確認⽅法

申請事業において事業⽬的を達成するために⾏われる活動毎に記述してください。

(2-1助成事業の⽬的と⽬指す成果に同じ）
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